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平成21年4月1日～平成21年9月30日

株主メモ
事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
期末配当支払株主確定日
中間配当支払株主確定日
定時株主総会の基準日

公 告 掲 載 紙
株 主 名 簿 管 理 人

同 事 務 取 扱 場 所

単 元 株 式 数
証 券 コ ー ド

株式会社城南進学研究社
　〒210-0007　神奈川県川崎市川崎区駅前本町22番地2　TEL 044-246-1951
 http://www.johnan.co.jp/（城南進学研究社 サイト）
 http://www.johnan.jp/（城南予備校 サイト）
 http://www.covez.jp/（城南コベッツ サイト）
 http://www.kubotanouken.com/（くぼたのうけん サイト）
 http://www.manavics.com/（城南マナビックス サイト）

毎年4月1日から翌年3月31日まで
毎年6月
毎年3月31日
毎年9月30日
毎年3月31日
（そのほか臨時に必要あるときは、あらかじめ公告いたします。）
日本経済新聞
東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号
日本証券代行株式会社　本店
東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号（〒103-8202）
日本証券代行株式会社
0120-707-843（平日9：00～17：00）
1,000株
4720
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　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社は第28期の中間期（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）を終了いた
しましたので、その概要についてご報告申しあげます。

当中間期の概況
　当中間期におけるわが国の経済は、一部に持ち直しの兆候が見られたものの、昨年来の
世界的な金融・経済危機による企業収益の悪化を受けた景気停滞局面の中で、依然として
厳しい状況で推移しております。
　当業界におきましても、個人消費の低迷による教育費の抑制がもたらす受講需要の停滞
と単価の下落傾向によって、生き残りを賭けた競争激化がまた一段と加速されております。
　このような情勢の中で当社は、リスク分散に向けた事業領域の拡大を推進してまいりま
した。前事業年度から立ち上げた乳幼児教育「くぼたのうけん」におきましては、WEB
スクールの会員数を大幅に伸ばすとともに定員充足に至った教室展開の増床を図ることに
よって当初予定を上回る売上高を実現いたしました。加えて小中学生を対象とした教科書
支援のeラーニング「城南マナビックス」でも漸次会員数を増やし、新規事業は基盤を築
きながら順調な展開で推移しております。また、前事業年度の秋より導入した「成績保証
制度」によって、今春、大幅に生徒数を増やした個別指導事業部門におきましては、2学
期入学に向けた7月の入学者数が前年を上回り、「ファインズ」ブランドを導入した中高受
験部門とともに引き続き高い水準で受講生を維持しております。さらに個別指導FC事業
におきましても、当中間期内に新たに4教室を開校し、全21教室を数えるに至っております。
　一方、大学受験事業部門におきましては、高1・2生の夏期講習一般生で前年を上回った
ものの、通常月の途中入学者数が予定を下回り、予算未達で推移いたしました。
　この結果、当中間期における売上高は2,626百万円（前年同期比2.6%減）となり、営業利
益が104百万円、経常利益が127百万円、また人員削減に伴う事業構造改善引当金繰入額
142百万円および池袋校の閉校等に伴うスクラップアンドビルド費用として、校舎再編成
損失引当金繰入額106百万円を特別損失に計上したことなどにより、中間期純損失が158百
万円となりました。
　今後、当社が対処すべき課題としましては、多様化していく教育ニーズに対応して選択
と集中戦略を推進し、事業領域の再編成と最適化を図っていく点にあります。
　大学受験事業部門につきましては、生徒数に応じた校舎規模と運営体制の見直しを推し
進めることによって、市場の縮小に耐えうる新たなビジネスモデルを確立させていくとと
もに、サービスの中核となる「授業力」を有機的にサポートする諸システムの拡張に注力
してまいります。
　個別指導事業部門につきましては、前期より導入いたしました「成績保証制度」や
WEB学習システムである「城南マナビックス」のブラッシュアップを図ることにより、
他社との差別化をより明確にし、直営教室の1教室あたりの生徒数充足率を高水準に維持
できるよう努めてまいります。個別指導FC事業においては、
既存の商圏外に広範な教室展開を推し進め、直営教室と同等
の規模を目指します。
　中高受験部門につきましては、「ファインズ」ブランドの
誇る難関中学高校への進学実績を高めていくことによって、
新規開校も視野に入れながら、中・高校生につながる小学生
市場への浸透を進めてまいります。
　IT教育事業部門につきましては、eラーニング分野の乳幼
児対象「くぼたのうけんWEBスクール」と小中学生の教科
書支援ツール「城南マナビックス」で、B2Bの全国展開に加
えて、B2Cにも注力してまいります。また「くぼたのうけん」
の教室事業におきましては、内部スタッフの育成を急ぎ、新
規開校を推進するとともに、出版事業も拡大していく予定で
ございます。　
　株主の皆様におかれましては、何卒より一層のご理解とご
支援を賜りますようお願い申しあげます。

代表取締役社長
下村　勝己

株主の皆様へ
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中間財務諸表の概要

◆中間貸借対照表
（単位：百万円）

◆中間損益計算書
（単位：百万円）

◆中間キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

  （資産の部）
科　目 当中間期 前中間期

平成21年9月30日現在 平成20年9月30日現在
流動資産 1,007 1,489
　現金及び預金 420 615
　売掛金 142 129
　有価証券 － 442
　商品 28 30
　その他 418 271
　貸倒引当金 △0 △0
固定資産 3,969 4,378
 有形固定資産 1,705 2,309
　建物（純額） 775 944
　土地 834 1,246
　その他（純額） 94 118
 無形固定資産 93 79
 投資その他の資産 2,170 1,990
　投資有価証券 238 271
　敷金及び保証金 1,162 1,476
　投資不動産（純額） 494 －
　その他 290 251
　貸倒引当金 △16 △9
資産合計 4,977 5,868

  （負債の部）
流動負債 878 692
　買掛金 33 33
　未払法人税等 21 15
　前受金 278 235
　賞与引当金 3 60
　校舎再編成損失引当金 106 54
　事業構造改善引当金 142 －
　その他 291 292
固定負債 511 439
　繰延税金負債 9 －
　退職給付引当金 134 109
　役員退職慰労引当金 330 330
負債合計 1,389 1,131

  （純資産の部）
株主資本 4,480 5,678
　資本金 655 655
　資本剰余金 652 652
　利益剰余金 3,470 4,658
　自己株式 △297 △288
評価・換算差額等 △893 △942
　その他有価証券評価差額金 9 △39
　土地再評価差額金 △902 △902
純資産合計 3,587 4,736
負債・純資産合計 4,977 5,868

科　目 当中間期 前中間期
平成21年4月 1 日 平成20年4月 1 日
 ～ 21年9月30日  ～ 20年9月30日

売上高 2,626 2,696

売上原価 2,062 2,300

売上総利益 564 396

販売費及び一般管理費 459 466

営業利益又は営業損失（△） 104 △69

営業外収益 33 21

営業外費用 10 0

経常利益又は経常損失（△） 127 △48

特別利益 － 59

特別損失 273 168

税引前中間純損失（△） △145 △157

法人税、住民税及び事業税 12 11

中間純損失（△） △158 △169

科　目 当中間期 前中間期
平成21年4月 1 日 平成20年4月 1 日
 ～ 21年9月30日  ～ 20年9月30日

営業活動によるキャッシュ・フロー △211 △223

投資活動によるキャッシュ・フロー 10 163

財務活動によるキャッシュ・フロー △2 △58

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 1

現金及び現金同等物の増減額 △202 △117

現金及び現金同等物の期首残高 622 1,144

現金及び現金同等物の中間期末残高 420 1,027
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株式の状況（平成21年9月30日現在）

商 号

設 立

資 本 金

従 業 員 数

本社所在地

主な事業内容

役 員

校 舎 数

株式会社城南進学研究社
（JOHNAN ACADEMIC PREPARATORY INSTITUTE,INC.）

昭和57年（1982年）9月16日

655百万円

203名（講師、契約社員等の臨時雇用者は含みません。）

神奈川県川崎市川崎区駅前本町22-2

予備校、進学教室の経営
フランチャイズチェーンシステムによる予備校、進学教室の募集及び
経営指導
大学受験用模擬試験の企画、制作、採点及び集計
大学、高校及び中学受験用教材の企画、制作、販売

代表取締役社長　下村勝己
取　　締　　役　柴田里美
取　　締　　役　北村次人
取　　締　　役　久野貴裕
取　　締　　役　深堀和子
常 勤 監 査 役　宮本和人
監　　査　　役　小林慎一
監　　査　　役　西村泰夫

CORPORATE  DATA

東 京 都
神 奈 川 県
千 葉 県

 5 校舎
 5 校舎
 1 校舎

■城南予備校
【直営】
東 京 都
神 奈 川 県
千 葉 県
【フランチャイズ】
東 京 都
神 奈 川 県
千 葉 県
埼 玉 県
静 岡 県
広 島 県

16教室
27教室
 1 教室

 4 教室
 8 教室
 4 教室
 3 教室
 1 教室
 1 教室

■城南コベッツ
東 京 都
神 奈 川 県

東 京 都

東 京 都
埼 玉 県
群 馬 県
千 葉 県

 1 教室
 2 教室

 1 教室

 2 校舎
 1 校舎
 1 校舎
 1 校舎

■次世代ゼミファインズ

■くぼたのうけん

■河合塾マナビス

（平成21年9月30日現在）

■発行可能株式総数 33,000,000株
■発行済株式の総数 8,148,951株（自己株式788,889株を除く）

■株主数 791名

■大株主一覧

（注）   1. 議決権比率は小数点以下第3位以下を切り捨てて表示しております。
 2. 上記大株主のほか、当社は自己株式788,889株を保有しております。

■株価の推移（月足）

株主名

下 村 勝 己
下 村 友 里
下 村 杏 里
深 堀 和 子
山 本 知 宏
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行
竹 田 和 平
深 　 堀 　 雄 一 郎
深 堀 泰 弘
株式会社ベネッセホールディングス

持株数（株）

3,942,000
379,000
379,000
320,000
201,000
192,000
152,000
120,000
120,000
96,000

議決権比率（％）

48.39
4.65
4.65
3.92
2.46
2.35
1.86
1.47
1.47
1.17
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■所有者別株主数比率

東京
20.38%

その他
14.29%

神奈川
15.17%

近畿
17.18%

中部
16.92%

その他
16.06%

法人その他
2.93%

個人
97.07%

関東
51.61%

■地域別株主数比率

●株価 100円
（2009年10月30日終値）
●PBR 0.23倍


